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２ 歳入歳出決算の概要 

 

(1) 一 般 会 計 

   平成29年度は、海外では、北朝鮮が核実験やミサイル発射を強行し、一部のミサイルが我が国上空

を通過する際、全国瞬時警報システム（Ｊアラート）が作動し、国民に大きな不安を与えました。 

アメリカ合衆国では、トランプ大統領がＴＰＰに続き、パリ協定の離脱を表明するなど、保護主義

を強める中、中国では、一帯一路政策を推し進める習近平国家主席が２期目をスタートさせ、同国を

中心とした経済圏の確立を図るなど、我が国を巡る状況は大きく変化しています。 

国内に目を移すと、平成29年７月九州北部豪雨では多数の被害が発生、また、平成30年２月には、北

陸地方を中心とした豪雪により、物流・交通が麻痺し社会に大きな影響を与えました。一方で、15歳の

プロ棋士・藤井聡太さんが、プロデビューから無敗のまま歴代最多連勝記録（29連勝）を更新したほか、

平昌冬季オリンピックにおいて、我が国史上最多となる13個のメダルを獲得したことなど、国内が盛り

上がりました。 

本市では、「夜景サミット2017 in 足利」において、あしかがフラワーパークが「日本三大イルミ

ネーション」に認定されたほか、ＪＲ東日本との連携により県内では35年ぶりとなった新駅「あしかが

フラワーパーク駅」の竣工や、市の中心部の活性化に大きな期待が寄せられる足利大学本城キャンパス

の竣工など、喜ばしい出来事がありました。また、長年の懸案であった公設地方卸売市場が民営となり

ました。 

平成29年度の我が国の経済をみると、アベノミクスの推進により、雇用・所得環境の改善が続く中で、

緩やかな回復基調が続いています。海外経済が回復するもとで、輸出や生産の持ち直しが続くとともに、

個人消費や民間設備投資が持ち直すなど民需が改善し、経済の好循環が実現しつつあります。 

このような中、本年度の決算額は、前年度決算比で歳入歳出ともに1.4％増となりました。 

歳入は、市税や地方消費税交付金、市債等が増加し、地方交付税や国・県支出金が減少しました。 

歳出は、普通建設事業費や維持補修費が増加した一方、扶助費や人件費、積立金等は減少しました。 

この結果、歳入歳出差引 1,543,522千円の剰余金を生じ、翌年度への繰越財源を控除した実質収支額

は 1,205,734千円、前年度決算対比では 56,205千円、4.5％の減となりました。この実質収支額のう

ち、500,000千円を財政調整基金に、110,000千円を減債基金にそれぞれ積み立て、残額の 595,734千円

は翌年度繰越金としました。 

本年度の主な財政分析指標は、財政力指数が 0.74で前年度対比 0.01ポイントの増、経常収支比率が

92.8％で 0.9ポイントの減、市債残高は 40,132,169千円で 304,132千円の減となりました。 

また、健全化判断比率のうち、実質赤字比率、連結実質赤字比率は、ともに対象となる赤字額の発

生はなく、実質公債費比率は 7.2％で 0.9ポイントの増、将来負担比率は充当可能財源等が将来負担

額を上回ったためマイナスとなるなど、いずれも早期健全化基準を下回りました。 
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第７次総合計画の具現化に向けた分野別計画の事業成果は次のとおりです。 

 

〇「教育・文化」においては、市民体育館耐震化事業や足利大学との連携により人工芝サッカー場整

備事業を実施し、スポーツ施設の整備を推進しました。また、児童生徒相談員を増員し、個に応じ

た支援の充実に努めました。 

○ 「産業・観光」においては、あがた駅南産業団地の造成工事や企業誘致活動と優遇策の実施により、

元気な企業の誘致を図りました。また、夜景観光開発事業による観光資源の開発に取り組んだほか、

県から取得した旧足利西高等学校において、映像のまち構想を推進するため施設整備を行いました。 

○ 「健康・福祉」においては、障がい者基幹相談支援センターを設置し、障がい者の相談支援体制の

充実を図りました。また、子育て世代包括支援センターのコーディネーターによる子育て支援の充

実に努めたほか、健
けん

幸
こう

マイレージ事業やまちじゅう・スポーツ健
けん

幸
こう

ジム事業などのスマートウェル

ネスシティ関連事業に取り組みました。 

○ 「都市基盤」においては、新駅周辺整備事業により駅前広場の整備を行ったほか、国との連携のも

と、新たに朝倉福富緑地の整備を進めました。また、「足利市空家等対策計画」を策定し、空き家

対策を推進したほか、新たに春日市営住宅地内の未利用地を活用した宅地造成に向けた取り組みに

着手しました。 

○ 「環境・安全」においては、斎場や南部クリーンセンターの建て替えについて、地元の環境保全協

議会との合意が得られました。また、防災・防犯対策として、消防団員の防火衣や救急自動車等の

更新を行ったほか、防犯カメラの増設などに取り組みました。 

○ 「都市経営」においては、「素通り禁止！足利プロジェクト」の一環として、ポスターを企画制作

したほか、プロモーション動画を制作するなど、引き続きシティプロモーションの推進に取り組み

ました。また、地域おこし協力隊事業を導入し、まちづくりに意欲のある移住者を迎え、新たな視

点で市の活性化を図りました。 

 

財政の健全化では、市税等の徴収率の向上、未利用地や不用物品等の処分、市債発行の抑制などの

各項目の改善に取り組みました。 
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４ 主な財政分析指標 

                                       （単位 千円、％） 

指  標 算    出    方    法 

数     値 

29年度 28年度 

１ 形 式 収 支 
歳入決算額 － 歳出決算額 

53,726,231 － 52,182,709  
1,543,522 1,516,176 

２ 実 質 収 支 
形式収支 － 翌年度へ繰越すべき財源 

1,543,522 － 337,788 
1,205,734 1,261,939 

３ 単年度収支 
実質収支 － 前年度実質収支 

1,205,734 － 1,261,939 
-56,205 -90,724 

４ 
実質単年度 

収   支 

単年度収支 ＋ 財調基金積立金 ＋ 地方債繰上償還金 －  

財政調整基金取崩額 

-56,205 ＋ 1,639 ＋ 0 － 1,150,000 

-1,204,566 -788,859 

５ 
実 質 収 支 

比   率 

実質収支 ÷ 標準財政規模 × 100 

1,205,734 ÷ 29,266,679 × 100 
4.1 4.3 

６ 
自 主 財 源 

比   率 

自主財源 ÷ 歳入総額 × 100 

28,345,022 ÷ 53,726,231 × 100 
52.8 52.1 

７ 財政力指数 
基準財政収入額 ÷ 基準財政需要額 

16,958,169 ÷ 22,669,932 

３か年平均 

0.740 

３か年平均 

0.730 

㉙ 0.748 ㉘ 0.740 

㉘ 0.740  ㉗ 0.732  

㉗ 0.732  ㉖ 0.718  

８ 

経 常 収 支 

比   率 

(普通会計) 

経常経費充当一般財源 ÷ （経常一般財源総額 + 臨時財政

対策債） × 100 

27,849,676 ÷（27,935,917 ＋2,076,400） × 100 

92.8 93.7 

９ 
年 度 間 の 

財 源 調 整 

財政調整基金の標準財政規模に対する割合 

3,708,647 ÷ 29,266,679 × 100 
12.7 14.3 
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５ 市債の状況（平成29年度末） 

                         （単位 千円） 

区     分 現 債 額 構成比(%) 区     分 現 債 額 構成比(%)

一 

 

 

 

 

般 

 

 

 

 

会 

 

 

 

 

計 

1.普  通   債 17,405,359 43.4 
一

 

般

 

会

 

計

3.そ  の  他
(22,692,070) 

22,692,070 
56.5 

 
総 務 債 1,035,775     2.6 減税補てん債

(612,114) 

612,114 
 1.5 

民 生 債 140,240     0.3 
臨 時 財 政

対 策 債

(22,079,956) 

22,079,956 
 55.0 

衛 生 債 151,348     0.4 小   計 
(22,692,070) 

40,132,169 
100.0 

商 工 債 316,500      0.8 

特

 

 

別

 

 

会

 

 

計

農 業 集 落

排 水 事 業
106,919   0.3 

土 木 債 10,776,491    26.9 
公 共 下 水 道

事 業
37,475,607  99.7 

公 営 住 宅 債 756,305     1.9 1.事 業 債 37,475,607  99.7 

消 防 債 780,087     1.9 事 業 債 37,370,487  99.4 

教 育 債 3,448,613     8.6 
特 定 環 境 保 全

公共下水道事業債
105,120   0.3 

2.災害復旧債 34,740     0.1 小   計 37,582,526 100.0 

 
土 木 債 34,740     0.1 合    計 

(22,692,070) 

77,714,695 
 

  注 （ ）内は特例地方債で、内書である。 
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≪参考≫ 

 

２ 市民一人当たりの歳入歳出内訳（一般会計） 

 

平成 29（2017）年度の決算額を市民一人当たりに換算すると下記のとおりとなります。 

 

 

 

 

区  分 市民 1 人当たり額 割  合 

市  税 136,802 円 37.0％ 

国 庫 支 出 金 50,891 円 13.8％ 

地 方 交 付 税 42,337 円 11.4％ 

市 債 29,780 円 8.1％ 

諸 収 入 28,507 円 7.7％ 

県 支 出 金 25,698 円 6.9％ 

地方消費税交付金 19,190 円 5.2％ 

使用料及び手数料 9,914 円 2.7％ 

そ の 他 26,680 円 7.2％ 

合  計 369,799 円 100.0％ 

 

 

                                                          

 

 

 

目 的 別 区 分 市民 1 人当たり額 割  合 

民 生 費 138,618 円 38.6％ 

土 木 費 47,640 円 13.3％ 

教 育 費 36,408 円 10.1％ 

公 債 費 33,955 円 9.5％ 

総 務 費 30,782 円 8.6％ 

商 工 費 30,674 円 8.5％ 

衛 生 費 23,723 円 6.6％ 

消 防 費 11,173 円 3.1％ 

そ の 他 6,202 円 1.7％ 

合 計 359,175 円 100.0％ 

 

※平成 30（2018）年3 月31 日現在の人口 145,285人で算出しています。 

歳 入 

歳 出 
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